
7 
 

厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

 新しい行動様式の変化等の分析・把握を目的とした縦断調査の利用方法の 

開発と厚生労働行政に対する提言に関する研究 

 

研究代表者 駒村康平 慶應義塾大学 

 

 

分担研究者 

丸山桂   成蹊大学経済学部教授 

山田篤裕  慶應義塾大学経済学部教授 

岩永理恵  神奈川県立保健福祉大学保

健福祉学部講師 

四方理人   関西学院大学総合政策学部 

専任講師 

田中聡一郎 関東学院大学経済学部講師 

 

Ａ．研究目的             

本研究は、労働市場での移動を繰り返し

やすい女性、高齢者、若年を対象とした分

析を行い、不安定な状況に陥りやすい人々

が安心して働くことのできる社会を実現す

るために必要な社会政策を提言することで

ある。 

 

Ｂ．研究方法 

データ統計分析 

 

 

 

倫理面（倫理面への配慮） 

倫理面に抵触する研究内容ではないため、

とくに問題とはならないものと思料する。  

 

Ｃ．研究結果 

研究成果として、３つのテーマに沿った

論文を作成、発表した。 

 

少子社会対策班 

【平成24年度】 

「追加子ども数の決定に及ぼす要因分析

（丸山・駒村論文）」 

「仕事と家庭についての意識と結婚確率の

分析（四方論文）」 

【平成25年度】 

「父親の育児参加が出生率と子どもの育ち

に及ぼす影響（駒村・丸山論文）」 

「貧困世帯における養育の質と子どもの人

的資本形成（丸山論文）」 

「就業意識と結婚・出産についての分析（四

方論文）」 

研究要旨 本研究の目的は、労働市場での移動を繰り返しやすい女性、高齢者、若年を

対象とした分析を行い、不安定な状況に陥りやすい人々が安心して働くことのできる社

会を実現するために必要な社会政策を提言することである。具体的には、１）少子社会

対策班、２）高齢社会対策班、３）格差社会対策班、の３つパートにわけて『21世紀出

生児縦断調査』、『21世紀成年者縦断調査』、『中高年者縦断調査』などの縦断調査を

使った実証分析を行った。 
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高齢社会対策班 

【平成24年度】 

「特別支給の老齢厚生年金（定額部分）支

給開始年齢引上げによる雇用と年金の接続

の変化：予備的考察（山田論文）」 

【平成25年度】 

「特別支給の老齢厚生年金（定額部分）の

支給開始年齢引上げと改正高年齢者雇用安

定法による雇用と年金の接続の変化：差分

の差および分位点回帰モデルによる統計的

分析（山田論文）」 

格差社会対策班  

【平成24年度】 

「日本における外国人家族の子育て状況」

（岩永・四方論文）」 

「シングルマザーにおける離別前後の所得

と就労（田中・四方論文）」 

【平成25年度】 

「在宅介護が抑うつ状態に与える影響につ

いての分析（岩永・四方論文）」 

「就業履歴をふまえたシングルマザーの就

労と所得の関係（田中・四方論文）」 

「所得・消費・資産を用いた貧困分析（渡

辺・駒村論文）」 

Ｄ．考察 

 女性や若年、高齢者に関する動的な就労

とライフイベントとそれに与える社会保障

制度・政策効果について、『21世紀出生児

縦断調査』、『21世紀成年者縦断調査』、

『中高年者縦断調査』を使って分析を行っ

た。政策・制度が、長期にわたる個人の選

択・行動に与える影響を見るためには、集

計データよりも個票分析が有効であるが、

特にパネルデータを使うことにより明瞭に

政策・制度の効果を抽出することが可能に

なる。パネルデータの作成・収集は重要な

政策ツールになる一方で、質問票の変更や

選択肢の変更は、分析の際に障害になるこ

ともある。中長期の政策効果を意識したパ

ネルデータの作成とその分析が重要になる。 

 

Ｅ．結論 

以下では、各年度の研究成果をまとめる。 

【平成24年度】 

１）少子社会対策班：「追加子ども数の決

定に及ぼす要因分析」（丸山・駒村論文）

は希望子ども数と実際の子ども数の乖離を

分析し、認可保育所の利用経験と妻の育児

休業取得経験および親との同居は希望子ど

も数と実際子ども数の乖離を縮小する効果

をもつが、妻の現在の就労形態が正社員お

よび非正規労働者の場合はその差が拡大す

ること等を明らかにした。「仕事と家庭に

ついての意識と結婚確率の分析」（四方論

文）は、「結婚時就業継続」の志向は「結

婚時退職」への志向より結婚確率が高い一

方で、逆に「出産時就業継続」では「出産

時退職」を志向する場合より結婚確率が低

くなること等を明らかにした。２）高齢社

会対策班：「特別支給の老齢厚生年金（定

額部分）支給開始年齢引上げによる雇用と

年金の接続の変化：予備的考察」（山田論

文)は、支給開始年齢が63歳である1946年度

生まれと64歳である1947年度生まれ、被用

者職歴と特別支給の老齢厚生年金（定額部

分）の支給開始年齢の引き上げの影響を受

けにくい自営業職歴（いずれも男性）を比

較し、その雇用と年金の給付状況を明らか

にした。３）格差社会対策班：「日本にお

ける外国人家族の子育て状況」（岩永・四

方論文）ではデータの制約等があって外国

人家族の全体状況を明らかにしているとは



9 
 

言い難いが、国籍による経済状況や子育て

の状況などについて検討している。「シン

グルマザーにおける離別前後の所得と就労

」（田中・四方論文）では、シングルマザ

ーの就業状況や世帯収入の変動を検討し、

離死別前年に無業や非正規雇用であった場

合は、正規雇用の場合より、収入が低く、また

、正規雇用に移りにくいために2～3年で収入

が低くとどまってしまうことを示した。この背景

として、大卒が少ない等のシングルマザー

の学歴達成の低さを指摘した。 

【平成25年度】 

１）少子社会対策班：「父親の育児参加が

出生率と子どもの育ちに及ぼす影響（駒

村・丸山論文）」では、父親の育児参加が

出生率に及ぼす影響（例、第１子出生時の

父親の育児参加度が高い方が第２子以降を

もつ確率を高めること）等を明らかにした。

「貧困世帯における養育の質と子どもの人

的資本形成（丸山論文）」では、貧困経験

が親の社会的相続（金銭投資、家庭内文化

資本、養育の質）に負の影響を与えること

等を明らかにした。また「就業意識と結婚・

出産についての分析（四方論文）」では、

出産後も仕事を続けるという就業継続意識

は、仕事を機にやめる場合より、有意に結

婚確率と出産確率を低下させていた。２）

高齢社会対策班：「特別支給の老齢厚生年

金（定額部分）の支給開始年齢引上げと改

正高年齢者雇用安定法による雇用と年金の

接続の変化：差分の差および分位点回帰モ

デルによる統計的分析（山田論文）」では、

特別支給の老齢厚生年金（定額部分）の支

給開始年齢引き上げで公的年金受給額は低

くなったが、改正高年齢者雇用安定法の雇

用確保措置で、63歳時点の低所得層はむし

ろ減少していること等を明らかにした。３）

格差社会対策班：「在宅介護が抑うつ状態

に与える影響についての分析（岩永・四方

論文）」では、本人の介護経験だけではな

く、配偶者の介護経験も有意に精神の健康

を測る主観的指標（K6指標）を上昇させて

いることが観察されており、介護経験が心

の健康状態を悪化させているといえる。ま

た、「就業履歴をふまえたシングルマザー

の就労と所得の関係（田中・四方論文）」

では、シングルマザーの就労収入の決定要

因の分析では、現在の雇用形態を考慮に入

れても、離死別前の第1子出生時の就業継続

が有意に就労収入を高めることが明らかに

なった。「所得・消費・資産を用いた貧困

分析（駒村・渡辺論文）」では『全国消費

実態調査』の個票データを用いて、所得分

布だけではなく消費分布も用いて貧困率の

測定を行い、世帯主年齢別、資産の状況別

に分析を行っている。 

 

Ｆ．研究発表 

1. 論文発表 

・駒村康平（2014）「貧困の世代間連鎖を

絶つには」『教育と医学』62(1)、pp.82-88. 

 

・山田篤裕（2014）「支給開始年齢引上げ、

繰り上げ支給、高年齢者雇用安定法改正、

在職老齢年金制度改革が『年金と雇用の接

続』に与えた影響」」『年金と経済』32（4）、

pp. 10-19. 

 

・四方理人（2013）「家族・就労の変化と

所得格差 : 本人年齢別所得格差の寄与度

分解」『季刊社会保障研究』 49(3)、pp. 

326-338. 
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・田中聡一郎、四方理人、駒村康平（2013）

「高齢者の税・社会保障負担の分析」『フ

ィナンシャルレビュー』115、pp117-133. 

 

・田中聡一郎（2013）「市町村民税非課税

世帯の推計と低所得者対策」『三田学会雑

誌』105（4）、pp.55-78。 

 

2. 学会発表 

Yuko Tamiya and Masato Shikata (2013) 

“The socioeconomic impact of divorce on 

women in Japan: focusing on employment 

and poverty” The 14th Australian Social 

Policy Conference (ASPC),at UNSW, Sydney, 

Aug.2013. 

 

・渡辺久里子、駒村康平「消費に基づく貧

困率の推計」社会政策学会第125回大会自由

論題(於長野大学、2012年10月15日) 

 

Ｇ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録 

なし 


